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１ ．は じ め に

　国際会計は連邦政府が管轄するアメリカ会計制度を原型とする．１₉世紀末から２₀世紀初頭にかけ

て歴史上に登場してきたトラストなどの巨大な企業組織は，州政府規制ではカバーできない州際の

経済活動の領域をもたらし，政治領域は憲法によって統合されていたものの，経済領域に関しては

十分に統合されない建国以来の連邦政体にかかわる新たな危機を生み出した．こうした状況に対処

する一環として１₉₃４年にアメリカ証券取引委員会（SEC; U. S. Securities and Exchange Commis-

sion）が管轄する会計制度は成立した．

　戦後ブレトンウッズ体制として世界の覇権を確立したアメリカは，主権国家間の勢力均衡を原理

とするウェストファリア体制を基盤に置きながらも，開放された世界経済の構成に国際政治の主眼

を置いた．それは国際機関を通じた各国の協調体制の構築により実行されたが，その背後には常に

アメリカ連邦政府の意志があった．このことは連邦政体のグローバルな領域への拡張ととらえるこ

ともできる．

　２₀世紀末の国際的な資本フローの増大や国家の枠組みを超える多国籍企業の普遍的な活動は，

１₉₈₈年以降，連邦政府機関である SECを国際資本市場の規制に駆り立てたが，このことは証券監

督者国際機構（IOSCO; International Organization of Securities Commissions）の設置を経て，世

界を統合する一つの方法として国際会計制度を成立させた．本稿ではそれを，アメリカ連邦政府機

関のグローバル秩序におけるコンスティテューショナル（立憲的もしくは構成的）な取り組みとし

て理解する．

　かくして本稿は，国際会計を国際関係における連邦政体拡張の視点から解釈することを目的とす
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るものである．

２．戦後国際金融秩序とコンスティテューショナリズム

１ ）ブレトンウッズ体制

　まず，国際会計を近代の国際秩序問題として理解することから始める．とくに議論の焦点を， 第

２次世界大戦後イギリスから覇権を奪取したアメリカが，その政治力を行使して構築してきた国際

機関や連邦政府機関の管理による国際金融秩序と国際会計制度との関係に当てていく． したがっ

て，それはアメリカの国際政治におけるコンスティテューショナルな問題でもある．

　ブレトンウッズ協定は， 戦後構築を視野に入れて連合国側の英米を中心に１₉４２年から準備が開始

された作業の帰結であり， 戦後の国際金融秩序を決定づけた重要な取り決めであるが， そこで生み

出された新たな国際体制をブレトンウッズ体制という． それは， 単なる国際金融システムの変更で

はなく，イギリスからアメリカへの覇権の移譲を決定的なものにした国際政治体制の転換を意味

し， １₆４₈年のウェストファリア条約や１₈１４年のウィーン会議などと並ぶ新たな秩序原理の構築で

あった1）．

　こうした英米による戦後構築の作業が開始される直前の１₉₃₉年に出版されたイギリスの元外交官

で歴史家の E. H. カーによる『危機の二十年』は， その後の国際政治思想に多大な影響を与えたが， 

戦後の国際秩序を解釈する上でも欠かすことのできない枢要な作品である2）．カーは， 戦間期の時代

的な崩落は偶然的なものではなく時代を基礎づけていた基本原理の破産による必然的なものだと

し， リアリストの立場から国際共同体的な利益調和説に基づく国際道義のみによる国際統治の試み

をユートピアニズムとして否定する． そして， 権力こそが政治の本質的要素であるとし， 統治の国

際化とは権力の国際化であり， 国際道義秩序は権力のヘゲモニーを基礎に置かなければならないと

して， 新しい国際秩序における権力として著作を次のように結論づけている．

　権力はあらゆる政治秩序の必然の要素である． 歴史的にいえば， 世界社会に向かう過去の足

跡はすべて， つねにただ一強国の権勢から生み出されたものである．１₉世紀，イギリス艦隊は

大戦争の回避を保証してくれただけでなく， 公海の治安を維持しあらゆる国に等しく安全を提

供した．ロンドン金融市場は，事実上全世界のための単一通貨本位制を確立した．つまりイギ

リスの通商は， 自由貿易の原則が広く受け入れられる仕組みを──不完全でしかも弱められた

形になったのは確かなのだが──を手に入れたのである． そして，英語は四つの大陸のリン
4 4

１ ）　Steil （２₀１₃）．（小坂訳）
２ ）　カー（２₀１１）．
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となったのである3）．

　しかし，こうしたパックス・ブリタニカを作り出してきたイギリスの覇権は確実に衰退し，今後

国際秩序を権力によって回復させるためには英米協調によるパックス・アングロサクソニカか，も

しくはパックス・アメリカーナを実現していくしかないと訴える．１₉１₈年に世界の指導権は連合国

によりアメリカに差し出されたが，当時アメリカはそれを断ったというのである4）．覇権安定論を

唱える国際経済学者のチャールズ P. キンドルバーガーは，カーのこうした見解を踏襲し，戦間期

の世界経済の大不況の原因をイギリスの指導力が減退する一方で，アメリカにはそれを引き継ぐ力

がまだ欠如していた状況に求めている．その回復の兆しは，ブレトンウッズ会議で世界的な通貨基

金案が準備され始める１₉４２年にやっと見えてくるのであった5）．

　ブレトンウッズは，戦後の新たな国際金融秩序を構築した英米協調の場として理解する向きもあ

るが，最近の研究では，その実態は基軸通貨を中心とする戦後の覇権をめぐる激しい闘いの場で

あったことが明らかになってきている．その闘いは，アメリカの財務官僚ハリー D. ホワイトとイ

ギリスの歴史的な経済学者，ジョン M. ケインズの間で展開された6）．アメリカは金本位制が崩壊

して世界経済が混乱していた２₀世紀初頭における戦争と経済の関係に注目し，「新しい世界のため

のニューディール」を構想し始めていたのである7）．ホワイトは戦後の戦略として通貨に関する構

想を練っており，戦争はドルを世界通貨に位置づけるための絶好の機会になると考えていたが，一

方，イギリスにはアメリカをまだ支配できるという考えが蔓延し帝国経済の利益を拡大するために

それを利用しようとする甘い考えが抜けきらないでいた．しかしいまや債務国となっていたイギリ

スにとって現実は厳しかった．通貨に関するアメリカとイギリスのパワープレイを当時のドイツの

新聞は次のように報じているという．

　ケインズが当初は世界経済の救済を口実にイギリスの国益を巧妙に守り，「通貨をめぐる決

闘」をリードしてきたと指摘し，しかしアメリカが大きな政治力を活かして最終的にはドル帝

国主義をうまく定着させたと論じている．ケルニシェ・ツァイトゥング紙はケインズが政治的

な理由に動かされ，もはやイギリスにとって避けられない譲歩を少しでも取り繕おうとするあ

まり，経済学者として発言していないと非難した8）．

₃ ）　カー（２₀１１），４₃₇ページ．
４ ）　カー（２₀１１）， ４₃₈－４４２ページ．
₅ ）　キンドルバーガー（２₀₀₉），₃２１－₃２４ページ．
₆ ）　Steil （２₀１₃）．（小坂訳）
₇ ）　Steil （２₀１₃），p. １．（小坂訳， １１－１２ページ）
₈ ）　Steil （２₀１₃），pp. １₈₇－１₈₈．（小坂訳，２４４ページ）
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　ケインズは，アメリカが英連邦内特恵関税の撤廃，スターリング・ポンド圏における為替管理の

廃止などを要求してくると警戒していたが，ホワイトが描く新しい国際金融秩序の要は金の代わり

にドルを王座につけ国際通貨制度の頂点に君臨させることにあった9）． その結果，金・ドル本位制

を中核とするブレトンウッズ協定が１₉４₅年に発効し，国際通貨基金（IMF）が１₉４₇年に活動を開始

するのである．ここにアメリカのドルを基軸通貨とするブレトンウッズ体制が確立したのである．

それは戦後の国際秩序を主導する新たな覇権国家アメリカの登場を意味した．イギリス帝国史を

「グローバルヒストリー」の視点から研究している秋田茂は英米のヘゲモニーの性格の違いを次の

ように説明している．

　通常の歴史的解釈においては，それぞれの時期の英米両国は，近代世界システムの「ヘゲモ

ニー国家」（hegemonic state）であるとされてきた．ヘゲモニー国家は，卓越した軍事力と圧

倒的な経済力を背景にして，軍事・外交面だけでなく，農業，製造業，金融・サーヴィス部門

の全ての経済構造においても，その影響力を世界的規模で行使できた．国際社会において

「ゲームのルール」を設定するのは，本来的にはヘゲモニー国家の属性である．

しかし，イギリスは英領インドに代表される植民地やカナダ・オーストラリアなどの自治領を保有

する「公式帝国」を持つ覇権国家であり，ヨーロッパの植民地主義を批判した２₀世紀後半の覇権国

家アメリカとは大きく異なる構造を有していたというのである10）．

　また国際関係論を研究するアメリカの G. ジョン・アイケンベリーは，冷戦の終焉は歴史の分岐

点であるとする常識的な見方は誤りであるとし，１₉４₀年代に作り出された世界秩序，つまり「１₉４₅

年秩序」はさらに強化され今日まで持続していると主張する．そして戦後の新たな世界秩序は，

１₉４１年にローズベルトとチャーチルが大西洋憲章を公表したときにはじまっていたとし，「１₉４４年

にブレトンウッズ会議に出席した各国の代表が戦後西側経済秩序を規定する中心的原則とメカニズ

ムを定めたとき，そしてダンバートン・オークス会議における国際連合設立の提案において戦後西

側秩序構想の政治面が提示されたとき，戦後秩序の形成過程は不可逆的なものとなった」としてい

る11）．

　ここで問題になるのは，戦後アメリカが主導してきたこの１₉４₅年秩序とは，それ以前の時代とは

違ういかなる原理を有するのかということである．まずカーやキンドルバーガーは戦間期を権力が

十分に機能しない国際統治の時代と位置づける．とくにカーは，ユートピア的国際主義者は世界全

体の利益が実際に存在すると仮定したうえで，それが国家それぞれの利益に一致するという仮説を

₉）　Steil （２₀１₃），pp. １₉１－１₉₆．（小坂訳，２４₉－２₅４ページ）
10）　秋田（２₀₀₃）， ２ ページ．
11）　Ikenberry（２₀₀₆），Part ２ ， Chap. ₆．（細谷監訳［下］，第 ₆ 章）
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立てていると批判し，さらに次のように述べている．

　戦間期に開かれたあらゆる国際経済会議のほとんどすべての意見表明は，次のような仮説に

よってその実効性を失った．すなわち，利益を慎重に均衡させることによって，すべての国に

等しく好意的でどの国にも不利にならないようにする何らかの「解決策」ないし「計画」が実

際にあるのだと，という仮説である12）． 

しかし利益の衝突は事実として存在し，国際危機の真の意味はこうした利益調和の概念に基づく

ユートピアニズムの構造が完全に崩壊したことにあるとする，そして当時の世代の時代的使命はこ

うして崩壊した構造を根本的に再構築することにこそあるというのである13）．

　均衡すべきは利益ではなく「力」であった．すなわち戦間期に欠けていたのは近代における国際

秩序の根本原理として位置づけられてきた勢力均衡の原理であった．イギリスを基軸として国際秩

序を国際関係論的視点から研究を進めている細谷雄一は，こうしたカーの議論を十分踏まえたうえ

で，戦間期を「均衡なき共同体」の挫折と理解する．１₆４₈年のウェストファリア条約により主権国

家システムが生み出されてから，勢力均衡の原理は制度的にも思想的にもヨーロッパの秩序原理と

して１₈世紀には確実に根づいてきたが，１₉世紀におけるナポレオン帝国後のウィーン会議による勢

力均衡政策は，ヨーロッパ協調と融合させたより安定的な均衡メカニズムを完成させ平和を回復し

た14）．

　しかし２₀世紀に入って第 １次世界大戦を契機に勢力均衡の原理は否定されるようになり，それ自

体が戦争をもたらす元凶とまで考えられるようになった．そして世界平和は力の均衡ではなく，国

際共同体によってこそ達成されると強く信じられるようになっていったのである．アメリカのウッ

ドロー・ウィルソン大統領は，勢力均衡を拒否し，共同体の体系によって新たな国際秩序を構築し

ようとした．１₉１₉年，ここに国際連盟が設立されヴェルサイユ体制が始まる．この「均衡なき共同

体」の平和構想は，力の真空をもたらし機能不全に陥る．１₉₃₉年，戦間期のこうした状況を悲観し

てカーの『危機の二十年』は登場した15）．

２ ）『ザ・フェデラリスト』

　これ以降国際政治はリアリズムの時代に入っていく．カーを始めとするこの時期のリアリズムを

引き継いだハンス J. モーゲンソーは，１₉４₈年初版の主著『国際政治』において，この世界は利益

12）　カー（２₀１１）， １１₉ページ．
13）　カー（２₀１１）， １２₉－１₃₃ページ．
14）　細谷（２₀１４），第 ２ 章．
15）　細谷（２₀１４），第 ₃ 章．
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と利益の対立する世界であり，諸利益を一時的に均衡させることのみよって不完全ながら道義原則

が実現されるとする．そして「多元社会に共通する普遍的原理を抑制と均衡のシステムのなかにみ

てとる」学派の理論を国際政治学におけるリアリズムと位置づけ，さらにアメリカ建国時に連邦政

体を提唱した論文集『ザ・フェデラリスト』に根拠を置きながら勢力均衡は「多元社会の永続的原

理」であるとしている16）．

　モーゲンソーは，勢力均衡を人間の身体や様々な社会科学で使用される普遍的概念とするが，こ

の『ザ・フェデラリスト』を国内政治における社会均衡の原理を明確にとらえた古典とし，抑制均

衡の理論が説明されている第₅１編を取り上げている．そしてアメリカの著名な歴史家チャール

ズ A. ビアードがこの第₅１編を「動的な均衡」と解釈している考えを積極的に取り込み次のように

述べている．

　ここで，「ザ・フェデラリスト」，ブライス卿，およびチャールズ A.ビアードがアメリカ政

治の構造および動態に関する彼らの分析において使用した概念を，国際政治の用語とおきかえ

てみる必要がある．そうすれば，アメリカ憲法の抑制均衡のシステムと国際的なバランス・オ

ブ・パワーとの両者に共通した主要な要素が明らかになる．いいかえると，同じ原動力が，ア

メリカの抑制均衡のシステムと国際的なバランス・オブ・パワーのシステムを生んだのである．

両システムは，その使用する手段およびその目的を実現する程度においてどんなに異なってい

ても，それ自体の安定およびその構成要素の自律性のためには同じ機能を遂行しようとするの

である．両者とも，変化，不均衡，そしていろいろなレヴェルにおける新たなバランスの樹

立，といった同じ動的な過程から免れるものではない17）． 

　『ザ・フェデラリスト』は，１₇₈₇年に起草された連邦憲法案を擁護するため，A． ハミルトンや J. 

マディソンらによって当初１₇₈₇年１₀月からニューヨークの新聞紙上に連載された₈₅編からなる論文

集であり，アメリカ連邦制の形成を理解する上で欠かすことのできない歴史的文書である18）．第₅１

編では権力の抑制と均衡が論じられているが，そこではまず政府各部門（行政，立法，司法）の分

割が説かれ，権力が同一の政府部門に集中することを防ぐ手立てとして，「攻撃の危険と均衡して

いなければならない．野望には，野望をもって対抗させねばならない」とし，権力を競わせること

によって相互に抑制する方法が明確に示されている．そして政府各部門の分割に加え，中央政府と

地方政府の分割により権力が二重に相互抑制されることが，連邦制の特徴であるとしている19）． 

16）　モーゲンソー（２₀１₃），［上］，第 １ 章．
17）　モーゲンソー（２₀１₃），［中］，２₅ページ．
18）　Cooke（１₉₆１）．（斎藤・中野訳，解説）
19）　Cooke（１₉₆１），No. ₅１．（斎藤・中野訳，第₅１篇）
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　また第₃₉編においては共和制と連邦制の関係が検討され，連合的（confederal）20）政府は連合を構

成する政治体に対し統一的政府として権限を作用するのに対し，国家的（national）政府は国家を

構成する個々人に対して権限を作用させるものであるとし，この新しい政体は「国家的性格と同様

に，多くの連合的性格をもった一種の混合的な性格」と説明している．そしてこの憲法案は「厳密

にいえば国家的憲法でもなく，さりとて連合的憲法案でもなく，両者の結合なのである．その基礎

において，この憲法案は連合的であり，国家的ではない」と結論づけている．つまり連邦憲法案は

連邦政体（Federal Government）の構成を意図として起草されたのである21）．

　諸邦連合では自由，財産を保障する共和政治の維持することが難しく，強力な連邦政府が必要に

なったというわけである．そこで連邦が果たす役割は，「連邦構成員たる各州の共同防衛，外国の

攻撃および国内の騒乱に対する公共の安全の維持，外国との通商および諸州間の通商の規制，外国

との政治上・通商上の交流の管理」などであった22）． そしてとくに重要なのは，「いかにして自由

と共和政体とを十分に尊重しつつ，しかも政府に必要な安定と活力とを確保することができるか」

という点にあった23）．第１４編においてマディソンは，連邦政体の可能性について次のようにまとめ

ている．

　アメリカ人は，新しく，しかも高貴な道を選んだ．かれらは，人類史上において比類のない

革命をなしとげた．かれらは，地球上のどこにも模範を得られない政体の骨組みをうちたて

た．かれらは偉大な連邦の設計図を作成したのであり，それを改善し永続させることは，その

後継者たちの責務である24）．

ここで連邦は憲法草案によって構成（constitute）される新たな政体であった．したがって，アメ

リカにおける抑制均衡の秩序原理は，コンスティテューショナルな問題となる．

20）　原文ではここは federalが使用されているが，この岩波文庫版の訳書では confederalの意味で使わ
れているので，「連合的」の意味を当てたという解説がなされているが，本稿もそれに準拠する．
Cooke（１₉₆１）．（斎藤・中野訳，１₈₉ページ）

21）　Cooke（１₉₆１），No. ₃₉．（斎藤・中野訳，第₃₉篇）
22）　Cooke（１₉₆１），No. ２₃．（斎藤・中野訳，第２₃篇）
23）　Cooke（１₉₆１），p. ２₃₃．（斎藤・中野訳，１₅２－１₅₃ページ）
24）　Cooke（１₉₆１），  p. ₈₉．（斎藤・中野訳，₈₈ページ）
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₃ ．アメリカ証券取引委員会と国際会計制度

１ ）グローバル秩序

　１₉４₅年秩序の持続を主張するアイケンベリーは，第 ２次世界大戦後のアメリカが主導する世界秩

序を国際関係におけるコンスティテューショナルな秩序と理解する．国内の場合は建国期にコンス

ティテューショナル・ビルディング（憲法制定）の方法がとられる傾向があるが，国際関係におい

ては，憲法のようなものはないものの，ウェストファリア条約やウィーン会議のように大規模な戦

争の後に指導的な大国が拘束力を持つ体系的なルールや原則に基づき政治プロセスを制度化して国

際関係を再構築する方法がとられるとする．そして第 ２次世界大戦後の戦後構築は，「高度に制度

化された安全保障や政治や経済の秩序が出現し，その意味で立憲型〔constitutional-type〕の戦後

構築という様相を帯びていた」というのである25）．

　イギリスの思想家デイヴィッド・ヒュームが１₈世紀中頃に勢力均衡を論文において初めて概念化

したことは有名であるが，そこでヒュームは「巨大な君主政体というものは，おそらく，それが進

歩しているときも，持続するときも，さらにそれが樹立されてからそう長く経たないうちにやって

来る没落のときにも，人間本性にとって破壊的である」と国家間の勢力均衡の必要性について世界

帝国を阻止する視点から論じている．また連邦制の提案とも受け取れる「完全な共和国についての

設計案」という論文では巨大な共和制の可能性について議論し，「こうした政体が永久不滅である

かどうかを問うことは無益なことである」と述べている．そしてさらに別の論文では「君主政体で

あれ，共和政体であれ，大きな国家もしくは社会を，その成員のすべてに関する一般的な法に基づ

き釣り合いをとって運営することはきわめて困難なわざである」としている26）．

　このようにヒュームは勢力均衡をとくに政体との関係で論じているが，『ザ・フェデラリスト』

が結語において上記の ₃つめの文を引用して議論を締めくくっているように，このことが，アメリ

カにおける連邦政体の構想に少なからぬ影響を与えていることは明らかである27）．

　ウェストファリア条約以来，勢力均衡は国家間の秩序を形成する原理となったが，アメリカの建

国はそれを抑制均衡の理論ととらえ，大国のコンスティテューショナルな，つまり連邦政体を構成

する原理にまで高めた．したがって，アメリカが主導する１₉４₅年秩序は，単なる国家間の勢力均衡

にとどまるものではなく，こうした構成的な原理を内包するグローバルな秩序と理解することがで

25）　Ikenberry（２₀₀₆），Part １ ， Chap. ４．（細谷監訳［上］，第 ４ 章）
26）　ヒューム（２₀１１），第 １ 部 XIV， 第 ２ 部Ⅶ，XVI．
27）　Cooke（１₉₆１），No. ₈₅．（斎藤・中野訳，第₈₅篇）なお，ヒュームが『ザ・フェデラリスト』に与え
た影響については，Burgess（２₀₀₆），p. ₅４．
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きるのである28）．

　ブレトンウッズ体制に始まる戦後国際秩序の形成は，自治領などによって構成されるイギリス連

邦のような閉じた世界ではなく，あくまで開放的な世界経済システムを基調とし，IMF，世界銀

行，GATT，OECD，NATOなど政治・経済のグローバルな制度構築の方法によって進められてき

た．そしてそこには「ルールに基づく国際秩序，とりわけアメリカに馴染みのあるルールを定着さ

せるために政治的影響力を行使できるような秩序を構築すれば，アメリカは利益を守り，パワーを

維持し，影響力を行使することが可能である」という戦略的な意図があっというが，さらにそこで

は「貿易と資本のフローが政治改革や統合を促す力になると考えられていた」というのである29）．

　国際政治学者の高坂正堯は，ヒュームの勢力均衡論の本質を「ヒュームが勢力均衡原則によって

得ようとしたものは，まったく明白である．それは平和ではなかった．彼が勢力均衡原則に求めた

ものは一者による他のすべての支配，すなわち世界帝国が成立しえないという保証であった」とと

らえ，近代ヨーロッパにおける多様性の重要性を強調する30）．またモーゲンソーも「あらゆる均衡

の目的は，システムを構成している諸要素の多様性を破壊せずに，システムの安定を維持すること

である」とし，『ザ・フェデラリスト』に多元社会の永続的原理を見たのである31）．

　以上の議論からここでは，コンスティテューショナルな秩序形成とは，抑制均衡の原理を構成す

ることにより，システムの多様性と安定性が担保された政体もしくはそれに準ずる制度を構築する

ことと理解する．それは一般的には国内，国際関係を問わない．そうすると戦後の一連の国際金融

制度の形成は，政治的統合を意図した国際機関もしくはその背後にいるアメリカ連邦政府機関によ

るグローバルな制度の構成と理解することができるのである．そして国際会計制度は， IOSCOも

しくは SECによるコンスティテューショナルな営みの結果生まれたことになる．

２ ）SEC

　カーは『危機の二十年』において，常に経済的諸力は政治的諸力であるとし，国際関係における

政治権力の手段としての経済的武器として資本の輸出と海外市場の支配をあげている．そして「イ

ギリスは，同国本来の経済力とその経済力によって可能となった自由貿易政策のお陰で，多くの国

である程度の間接的な影響力ないし支配力」を行使するだけでよかったとするが，さらにアメリカ

に関して以下のように述べている32）．

28）　Ikenberry（２₀₀₆），Part １ ， Chap. ４．（細谷監訳［上］，第 ４ 章）
29）　Ikenberry（２₀₀₆），Part ２ ， Chap. ₉．（細谷監訳［下］，第 ₉ 章）
30）　高坂正堯（２₀１２），第 １ 章．
31）　モーゲンソー（２₀１₃），［中］，１₉－２₅ページ．
32）　カー（２₀１１），  ２２４－２₅₆ページ．
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　アメリカは，自国に抵抗するラテンアメリカ諸国領内に海兵隊を上陸させるというこれまで

の伝統的なやり方を放棄して「善隣」政策を採ったが，少なくともその理由の一つは，国際貿

易および国際金融におけるアメリカの力が強くなった，ということにあった33）．

つまりアメリカにとって国際貿易と国際金融の支配，これまでの文脈でいえば，世界経済における

貿易と資本のフローの制度的な構成は，統合を意図した政治権力の行使となる．

　たとえば，IOSCOと国際会計基準委員会（IASC : International Accounting Standards Commit-

tee）との歴史的な結びつきは，資本のフローをグローバルな経済に制度的に組み込んでいったが，

その実現に常に主体的にかかわってきたのはアメリカ証券取引委員会，SECであった34）． そもそも

公正かつ効率的で透明性の高い資本市場の維持などを目的に世界各国の証券監督当局や証券取引所

などから構成されている証券監督者国際機構，IOSCOは，１₉₇４年にラテンアメリカ諸国の資本市

場育成のためアメリカのリーダーシップにより発足した米州証券監督者協会（Interamerican Asso-

ciation of Securities Commissions）を前身とする．その後１₉₈₃年に加盟国は世界各国に広げられ，

１₉₈₆年に名称を IOSCOとした．そこには透明性のある健全な資本市場の育成が，グローバルな秩

序の構成には必要不可欠であるというアメリカ連邦政府機関の強い意志が窺える35）．

　一方，現在の国際会計基準審議会（IASB : International Accounting Standards Board）の前身で

ある IASCは，１₉₇₃年にアメリカ，イギリス，ドイツ，日本など１₀カ国の職業会計士団体の合意に

より発足した．ISACは当初から職業会計士の国際組織的な性格をもつ機関として構想されており，

それが直ちに当時増大しつつあった国際的な資本フローをガバナンスする国際会計制度として実質

的に機能することはなかった．１₉₇₀年代の前半にそれぞれの目的で設立された IOSCOと IASCで

あったが，その後の急速な資本市場の国際化の進展は，１₉₈₇年 ₉ 月の IOSCOの IASCの諮問グ

ループへの参加を皮切りに，２₀₀１年の IASBによる本格的な国際会計制度の始動に向けて，両機関

を確実に結びつけていった36）．

　IOSCOの IASCへの本格的な関わりが始まったほぼ同時期の１₉₈₇年１₀月１₉日に，ニューヨーク

証券取引所でダウ₃₀種平均が１₉２₉年の株式恐慌を超える値下がりを示し，それがアジア，ヨーロッ

パ市場に連鎖することにより世界同時株安を引き起こした．いわゆる「暗黒の月曜日（ブラックマ

ンデー）」の衝撃である．これに対応して翌年の１₉₈₈年１１月にメルボルンで開催された IOSCOの

年次総会で，当時の SEC委員長であったデイビット S. ルーダーは，「国際証券市場の規制（Regu-

lation of International Securities Markets）」というタイトルの政策方針（Policy Statement）を発

33）　カー（２₀１１），  ２₅１ページ．
34）　杉本（２₀₀₉），第 ₃ 章．
35）　Sommer （１₉₉₆）．
36）　Camfferman and Zeff （２₀₀₇）， pp. ₉－１₀．



国際会計とグローバル秩序（大西） 27

表し，国際証券市場システムに対して効力のある規制体制は，効率的な構造，健全な開示システ

ム，そして公正かつ誠実な市場を内在するものでなければならないとした37）．さらに同年同月に

IOSCOは，会計監査基準の調和化に関する委員会で，共通の監査・会計基準の使用は効率的な国

際市場の開発に不可欠であるとし，IASCを強く支持する声明を発表したのである38）．

　この１₉₈₇年のブラックマンデーを契機に，アメリカ連邦政府機関としての SECは，海外投資を

展開するアメリカ投資家の保護や健全な開示が担保された海外企業のアメリカ証券市場への参加の

促進などを喫緊の課題としながらも，国際的な資本フローのガバナンス，なかでも U. S. GAAP

（米国会計基準）並みの国際会計基準の開発に，国際機関の IOSCOを通じてイニシアチブをとり始

めたのである．

　１₉₈₈年に SECが国際化の方針を示してから ₈年後の１₉₉₆年秋に，ノースウェスタン大学のロー

スクールが編集するジャーナルに国際証券規制シンポジウム特集号が企画された．SEC委員長を

退任後そこの教授となっていたルーダーが，「アメリカ開示政策と国際会計基準との調整」という

タイトルでその冒頭を飾り，そこに寄稿された数編の論文に論評を加えながら，SECと IASCと

の今後の関係について自らの展望を示している39）．

　ルーダーがこの論考でとくに重視したのは，SECならびに SECの委任により基準を設定する財

務会計基準審議会（FASB: Financial Accounting Standards Board）によるアメリカの会計・開示基

準を IASCの国際会計・開示基準とどのように調整していくのかという問題であった．そしてその

視角の焦点は，アメリカにおける海外企業の市場参加ならびに国内外の市場におけるアメリカ投資

家の保護の両方をいかに最適化するかという点に絞られていたのである40）．

　SECが会計・開示基準の設定プロセスの管轄権を IASCもしくは他の国際機関に委ねるこ

とは考えられないことである．それよりも可能性があるのは，また望ましいことは，FASBが

IASCの基準設定プロセスに技術的協力を提供することであり，そうすれば IASCの基準と

FASBの基準が著しく異なることはなくなる．IASCと FASBの両者は，相違がある基準とい

うよりむしろ互換性によって恩恵を受けることになる．SECはこのプロセスを促進すべきで

ある．SECは，少なくとも１₉₈₈年におけるメルボルンでの発表以来，国際証券の協調的な取

り組みにおいてリーダーとなってきたのである41）．

37）　SEC （１₉₈₉）．
38）　IOSCO （１₉₈₈）．
39）　Ruder （１₉₉₆）．
40）　Ruder （１₉₉₆）， p. １４．
41）　Ruder （１₉₉₆）， p. １₃．
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つまり．SECが IASCの基準を U．S．GAPPの代替基準として受け入れようとしているのでは

なかった．IASCプロジェクトの本来の目的は，世界各国が証券規制の出発点として受け入れるコ

アな原則を普及させることにあり，世界一高品質な会計基準を有するアメリカがそれに協力すると

いうのである．

　１₉₃４年証券法，１₉₃４年証券取引所法と SECの設置による連邦会計・開示規制の成立に関して通

常強調される歴史的事実は１₉２₉年の株式恐慌である．しかし，その成立を財務公開思想の形成とい

う側面からたどってみるならば，その構想は１₉世紀末からの州際通商問題やトラスト問題と対峙す

るなかから生み出されてきのであり，株式恐慌はこうした構想を実現させる引き金に過ぎなかった

ということが明らかにされてくる．つまり，世紀の転換期における州際経済活動の増大や巨大な経

済権力の登場は，連邦制における動的な抑制均衡システムを脅かし，それを回復させるために連邦

政府による証券市場の規制や市場の透明性の確保が急務となったのである．ここに連邦政府規制に

よる会計制度が確立したのであり，それは連邦政体におけるきわめてコンスティテューショナルな

問題であった42）．

　これまで見てきたように現実的な国際統治は常にヘゲモニーを基盤としなければならない．国際

機関はあくまで調整もしくは協調の場であり，統合の場ではない．戦後の世界システムはウェスト

ファリア体制を基礎に置きながらも，その最大の特徴は開放された世界経済にある．アメリカの建

国により国家間の勢力均衡は連邦政体の構成原理にまで高められ，戦後さらにその原理がグローバ

ルな秩序へと拡張されていった．それは国際機関とグローバル・スタンダードにより，相互の主権

を侵すことなく世界経済を通じて世界を統合する方法である．

　１₉₃４年証券取引所法では SECの管轄権の域外適用が一部認められており，SECが海外の市場を

直接規制する方法も提案されていた．この場合当然国際法上の主権の問題が絡んでくる43）．しかし

議論の態勢は実効性のある国際会計基準の制定へと進んでいった．国際機関の IOSCOが基準を承

認すれば，加盟各国がそれを適用することになり，主権を侵害することなく統一的な世界基準とし

て機能することが，そこで期待された44）．国際的な資本フローの制度化によって世界を統合する方

法がここに確立したのである．

４．む　す　び

　開放された世界経済こそ１₉４₅年秩序のパワーの源泉である．そのシステムにおける多様性と安定

性を保持しつつ，パワーを増幅させること，これが戦後の国際関係における国際機関を通じたコン

42）　大西（１₉₉₉），第 ４ 章，第 ₇ 章．
43）　Kaczmarek （２₀₀２）．域外適用については，清水（１₉₈₀）．
44）　青木（２₀₀₀），２₇₆－２₇₈ページ．
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スティテューショナルな取り組みである．しかしその背後には常にアメリカの意志があり，こうし

た取り組みはアメリカによる連邦政体の拡張，つまり構成的原理を内包するグローバル秩序構築の

営みともとれる．それは世界経済による世界統合の試みであり，国際会計はその一つの方法であ

る．

　２₀世紀初頭のトラストなどビッグネスの登場は建国以来の連邦制にかかわる危機をもたらし，結

果的に国際会計の原型であるアメリカ会計制度を生み出した．巨大企業の活力を損なうことなく競

争秩序に組み込むためには，連邦政府が管轄する財務内容の開示制度の確立が必要不可欠だったの

である．州際の経済問題は，州政府規制の限界を露呈し，建国以来の経済制度にかかわる新たなコ

ンスティテューショナルな問題を引き起こした．連邦準備制度，連邦取引委員会などと並び，

SECによる会計制度はこうして登場したのである45）．

　一方，２₀世紀末のクロスボーダーな資本取引の増大や多国籍企業の普遍的な展開は，国際関係に

おいて同じような問題をもたらした．しかし，１₉₈₈年の SECによる国際証券規制の声明が文化的

な違いや国家主権に対してはきわめて神経質であったように，グローバルな領域における連邦政体

の拡張は画一的な世界連邦を構築するような単純な話ではない46）． あくまで１₆４₈年以来の主権国家

間の勢力均衡を保持し，その上で世界経済における各国の協調を制度化させることにより，コンス

ティテューショナルな統合作業は進んでいく．そこで国際会計は経済的実質を重視する世界的に標

準化された生産性の基準として機能するのである．
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